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施策構成
事務事業

施策名 防犯・交通安全対策の充実

施策の体系

基本目標 ひとをつなぐまち 施策の主担当課名

　本市では、警察署や防犯協会などの関係機関・団体、地域と連携し、啓発活動の推進やパトロールの実施、地域の安全安心活動
の促進、防犯灯や防犯カメラの設置等に努めてきました。さらに、平成22年１月に施行された「行橋市安全安心のまちづくり条
例｣に基づき、市を挙げて安全で住みやすいまちづくりに取り組んでいるところです。
　しかし、市内の街頭犯罪発生件数は、平成19年までは段階的に減少したものの、その後、600件台で推移したままとなってい
ます。また、核家族化や地域コミュニティにおける人間関係の希薄化等に伴う地域の防犯力低下が懸念されています。今後一層、
関係機関・団体や地域との連携を密にしながら、防犯意識の高揚や自主的な防犯・安全活動の促進に努める必要があります。
　交通安全対策については、交通安全指導員による登校指導をはじめ、警察署や交通安全協会などと連携して、交通安全教育や啓
発活動を推進することにより、交通安全意識の高揚と交通事故抑止に努めてきました。
　近年、本市の交通事情は、車依存の一層の進展や高齢ドライバーの増加、東九州自動車道や国道201号バイパスの工事に伴う工
事車両等の増加により、大きく変化しています。
　このような中、全国の交通事故発生件数は、平成16年をピークに減少しているのに対し、本市では、その傾向が見られず、年間
600件を超えるなど、むしろ増加傾向にあります。
　今後は、交通量の増加や高齢化の急速な進行を考慮し、ハード面の環境整備に加え、子どもや高齢者等を重点対象に交通安全意
識の高揚を図るといったソフト面の対策など総合的・一体的な安全対策が不可欠です。
　さらに自転車の交通マナーの悪化や放置自転車も重大な課題となっており、これまで以上の対策が必要です。
　また、防犯や交通安全に加え、消費生活上の被害を防ぐ「くらしの安全｣対策についても、相談窓口の機能拡充や広域連携を重点
的に推進し、消費者保護に努めていく必要があります。

施策の現状と課題

　市民が、安心して暮らせるまちを目指し、市民の交通安全意識と地域防犯意識の高揚に努め、地域の防犯・交通安全リーダーの
育成と支援を行います。また、消費者保護に関する啓発活動・相談体制の充実に努めます。施策の基本方針

田原　康行

主要施策名(１) 防犯に関する啓発等の推進と地域安全活動への支援

市民協働課

基本施策 地域コミュニティプロジェクト 関係課名 総務課・商工水産課

施策コード C-5-4 シート作成者名

指標名(単位) 過年度実績 評価年度 目標値 達成度の説明（H２４年度）

施策の内容
（主要施策）

交通安全に関する啓発等の推進

　関係機関・団体・地域との連携のもと、交通指導員による交通指導をはじめ、各年齢に応じた効果的な交通安全教育や啓発活動
を推進し、市民の交通安全意識の一層の高揚に努めます。

　消費者相談や苦情処理に対し、迅速かつ適切に対応できるような相談体制の充実に努めるとともに、消費者へ必要な知識と情報
提供を行う出前講座の開催、消費生活に関係する団体との意見交換会、広報誌や報道機関を通じての消費者情報の提供等を行い、
啓発活動の充実に努めます。

安全安心活動を行う団体
の登録数(団体)

H22年度

主要施策名(5)

　関係機関・団体・地域との連携のもと、啓発活動やパトロール活動等の充実を図り、市民の防犯意識の高揚に努めるとともに、
地域安全安心活動組織の設立や育成支援など、市民の自主的な防犯・地域安全活動を促進します。

主要施策名(２) 防犯灯など地域安全施設設置の推進

　夜間における犯罪の未然防止と通行の安全確保のため、防犯灯の設置を計画的に推進します。また、行橋駅周辺に設置した防犯
カメラを活用し、駅周辺の犯罪防止、環境浄化に努めます。

主要施策名(３)

H22年度 H23年度 H24年度

主要施策名(４) 消費者相談及び啓発活動の充実

目標指標

交通事故発生件数(件)

H22年度 H23年度 H24年度

H25年度

H25年度

放置自転車回収台数(台)

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H23年度 H24年度

街頭犯罪発生件数(件)
（重点対象罪種発生件数）

H26年度 H27年度 H28年度

H26年度 H27年度 H28年度

590 560651 680 651 620 530

交通事故発生件数は、多少の増減はあるが、ほご横
ばいの状況であり、今後より一層の啓発活動やパト
ロール活動等の充実が必要である。

H25年度

600 600

安全安心活動を行う登録団体が増えることは、地域
住民の防犯意識を高めることになる。未実施 0 2 4 10 15 20

消費者相談出前講座の開
催数(回)

H22年度 H23年度 H24年度

街頭犯罪件数は増えており、今後も、防犯灯や防犯
カメラの設置等の充実に努めていく必要がある。640 536 594 600 600

80

H26年度 H27年度

H25年度 H26年度

H26年度 H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

優先順位

8 8 10

放置自転車の撤去台数は増加しており、交通街頭指
導員による呼びかけや、警察との連携強化に努め
る。166 176 180 150 125

事務事業名 事務事業の内容

事業費（人件費込、単位：千円）

H28年度

平成２４年度は、市内の高校や公民館で出前講座を
４回開催した。（高校１回、公民館３回）5 3 4 6

100

Ｈ23年度
実績値

Ｈ24年度
実績値

Ｈ25年度
見込額

1 行橋駅周辺防犯カメラ設置事業
地域が設置運用している防犯カメラ
に対する経費助成

1,423 1,423 1,423 ⑥

2 防犯灯管理事業
防犯灯の管理を行い、夜間における犯罪の防止と安心安

全なまちづくりの実現を図る 11,195 11,481 13,385 ⑦

④

①

3 防犯灯整備事業
防犯灯の整備を行い、夜間における犯罪の防止と安心安

全なまちづくりの実現を図る 4,257

3,662

5 違法駐輪対策事業
行橋駅付近における違法駐車の防止業務及び市内の放置

自転車移動・保管を行い、駐車マナーの向上と、安全で

安心して通行できる都市環境の推進を目的とする
697

7,394 7,571

6
防犯（安全安心まちづくり・暴力
団排除・保護司会）事業

560 962 ⑤

4 交通安全対策事業
警察、交通安全協会、地域と連携しなが
ら、市全体の交通安全対策を推進する

3,289 3,472

消費生活相談事業
商品やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問合せ

など、消費者からの相談を専門の相談員が受付け、公正

な立場で処理を行う。
18,167 152,629 20,037 ②

8

暴力団排除対策や保護司会の活動支援 572 572 572 ③

7

9

11

10

12

　市民の安全で安心な生活を維持・確保するためには、日頃から、警察をはじめ関係機関や区長会等の関係団体と連
携を密にして、犯罪や交通事故の発生状況･傾向を把握し、迅速で適切な対応を心がける。
　防犯灯・防犯カメラや交通安全施設等の整備・管理などハード面と併せて、交通安全・防犯・消費者保護等の広報
啓発活動などソフト面も推進していく。

施策全体の今後
の方針と展望

(主要部長の意見)

　市民が安全・安心に生活していくためには非常に重要な施策である。
　地域防犯活動について、効果が高まるよう、今後も市民団体や警察署、区長会や学校等との連携を強化されたい。
　また、消費生活相談事業においては、被害者や相談に来た年齢層等の分析を行い、警察や報道機関との連携を通じ
て特に被害に遭いやすい年齢層に対しての対策を強化されたい。
　防犯灯や防犯カメラの設置は、犯罪を未然に防ぐために非常に有効なものであると思われるので、具体的な設置件
数等を把握して目標指標を設定することを検討してみてはどうだろうか。

総合計画審議会
からの意見及び

指摘事項等

市民が、安心して暮らせるまちを目指し、警察署、区長会、学校等との連携を強化し、市民の交通安全意識と地域防
犯意識の高揚に努め、地域の防犯・交通安全リーダーの育成と支援を行います。同時に、防犯灯、防犯カメラ等の
ハード面についても、地元の要望や現地の状況を把握しながら、設置の拡充に努めてまいります。また、消費生活相
談事業においては、啓発活動・相談体制の充実や各年齢層に応じた被害者対策の強化に努めます。

施策の最終方針

（市長の意見）
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